
記帳の状況などに関する

税務執行上の課題について
（令和３年８月10日専門家会合 国税庁資料抜粋）
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個人事業者の申告状況の推移

 個人事業者の申告件数は、平成21年は393万件あったが、平成30年には373万件まで減少。

 個人事業者の青色申告件数は、平成22年から平成30年までで21万件（約１割）増加。

（万件）

（注）個人事業者（事業所得が主たる所得の者）の全申告件数、青色申告件数、及びその割合。

（出所）国税庁統計年報
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令和３年８月10日
第６回専門家会合
財務省提出資料
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個人事業者の申告状況：事業収入別（平成30年分）

 平成30年分の確定申告を行った個人事業者の申告状況は、青色申告６割（正規簿記３割、簡易簿記３

割）、白色申告４割となっている。

 事業収入別にみると、個人事業者のうち78.8％が事業収入1,000万円以下の小規模事業者。

白色申告者の93.3％（全体の37.3％）は小規模事業者。

 事業収入が１億円を超える規模の個人事業者の中にも、白色申告の者が存在する。

事業収入階級

青色申告

白色申告 合計

正規簿記
簡易簿記

（現金主義を含む（注））

１円～1,000万円 17.3% 24.2% 37.3% 78.8%

1,000万円～5,000万円 10.0% 5.5% 2.5% 18.1%

5,000万円～1億円 1.5% 0.4% 0.1% 2.1%

１億円～ 0.8% 0.2% 0.1% 1.1%

合計 29.7% 30.3% 40.0% 100%

（出所）国税庁調

（注）事業収入の金額が１円以上ある者（事業所得以外が主たる所得の者も含む）の申告状況。現金主義の者は全体の0.1％程
度。

令和３年８月10日
第６回専門家会合
財務省提出資料
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個人事業者の簡易簿記での記帳年数

開業 割合 累計割合

１年目 6.7% 6.7%

２年目 8.8% 15.5%

３年目 8.8% 24.4%

４年目 8.7% 33.0%

５年目 8.0% 41.1%

６年目 7.4% 48.5%

７年目 6.7% 55.2%

８年目 6.0% 61.2%

９年目 5.4% 66.6%

10年以上 33.5% 100.0%

合 計 100.0％ ―

 令和元年分の確定申告において簡易簿記で記帳・青色申告している者の３分の１は、開業から10年以上経

過しても簡易簿記のままとなっている者が占めている。

（出所）国税庁調

（注）事業収入の金額が１円以上ある者（事業所得以外が主たる所得の者も含む）の申告状況（令和元年分）。

令和３年８月10日
第６回専門家会合
財務省提出資料
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適正な記帳等が行われていない事例

① 簿外経費の主張として、事後的に大量の領収書を提出した事例

⇒ 後出し的な簿外経費の主張であっても、当局側が多大な事務
量を投下してその真偽を確認する必要があった。

② 簿外経費の主張によって刑事告発を断念した事例

⇒ 犯則事件として着手したが、簿外経費がないことの立証が困
難として、法人税法違反での告発を断念。

③ 連年事業を行うも無記帳無申告の者に対する推計課税事案
④ 事業により連年多額の利益があるにも関わらず無申告の事案

⇒ 無記帳の者に対しても、推計課税時には同業者と同程度の必
要経費が認容される。
記帳や帳簿保存義務を果たさなくても「仮装隠蔽」に該当せ
ず重加算税の賦課が困難。

⑤ 暗号資産売買により多額の利益があるにも関わらず無申告の事案

⇒ 個人については、記帳義務や書類保存義務がない所得もあ
り、無申告に対する重加算税賦課が更に困難な場合も存在。
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